
№T２１０１ 

 

府立桃谷高等学校（Ⅲ部） 

准校長 稲垣 靖 

 

平成 31年度 学校経営計画及び学校評価 
 

１ めざす学校像 

安全で安心な居場所で小さな成功体験を積ませることで生徒を社会参画する市民として育て、社会に送り出すセーフティーネットとしての学校をめざす。 

１ 個に応じた学習指導の工夫に努め、学力の向上を図る。 

２ 生徒の自己実現を支援する進路指導を推進する。 

３ 豊かな心や社会性を育む。 

 

２ 中期的目標 

１ 確かな学力の育成及び教員の授業力の向上 

（１）「わかる授業」「できる授業」「魅力的な授業」をめざした、授業改善に取り組み、主体的に学習する力を身に付けさせる。 

ア 授業アンケート等を効果的に活用し、校内研修や公開授業など組織的な取組みを推進する。 

イ 一人ひとりの「学習環境」を確保するため、授業規律の確立に努める。 

   ※生徒向け授業アンケートにおける「授業の進度や難易度」の肯定率を 2021年度には 95%とする。（平成 30年度 88%） 

   ※生徒向け学校教育自己診断における「授業はわかりやすい」の肯定率を 2021年度には 85%とする。（同 76%） 

   ※教員向け学校教育自己診断における「授業改善」の肯定率を 2021年度には 95%とする。（同 79%） 

   ※生徒向け学校教育自己診断「授業規律」の肯定率を 2021年度には 80%とする。（同 68%） 

２ キャリア教育及び進路指導の充実 

（１）将来の自立や社会参加、進路実現につながるキャリア教育や進路指導を推進するため、カウンセリング及びガイダンス機能の充実に取り組む。  

  ア 一人ひとりの生活背景から理解し、生徒に寄り添い、支援・指導を充実させる。 

イ 卒業生や企業、大学、専門学校等の職員からの聞き取りを通して、生徒一人ひとりに将来像を確立させる。 

ウ 教育課程に位置付けたキャリア教育科目を通して、良き社会人として素養を身に付けさせる。 

エ 一人ひとりの勤労観を育成するため、適切な進路情報を提供し、生徒の理解を深めさせる。 

※生徒向け学校教育自己診断における「教職員のカウンセリングマインド」の肯定率を 2021年度には 90%とする。（平成 30年度 78%） 

※生徒向け学校教育自己診断における「保健室など教室以外の所での居場所」の肯定率を 2021年度には 80%とする。（同 65％） 

※生徒向け学校教育自己診断における「進路情報周知」の肯定率を 2021年度には 95%とする。（同 78％） 

※保護者向け学校教育自己診断における「進路情報周知」の肯定率を 2021年度には 95%とする。（同 80％） 

※学校斡旋の就職内定率を 2021年まで 90％以上を維持する。（同 100%） 

３ 豊かな心の涵養及び「社会の一員」としての自覚の醸成 

 （１）特別活動や生徒会活動を通して、生徒の自己肯定感や自己有用感を醸成する。 

  ア 行事や生徒会活動、部活動などを通して、集団の中で人と調和し成功体験を得られるよう、生徒が主体となる活動を支援する。 

  イ 人間関係形成能力を育成するため、「挨拶運動」に取り組む。 

※生徒向け学校教育自己診断における項目「学校行事」の肯定率を 2021年度には 90%とする。（平成 30年度 79％） 

   ※教員向け学校教育自己診断における項目「主体的な活動の支援」の肯定率を 2021年度まで 90%以上を維持する。（同 92％） 

※生徒向け学校教育自己診断における「挨拶の励行」の肯定率を 2021年度には 90%とする。（同 79％） 

 （２）生命の尊さに気づかせ、自他を認める態度や人格を育成し、社会の一員としての自覚と責任を醸成する。 

  ア 様々な人権問題の解決をめざし、人権教育に総合的に取り組み、「ともに学び、ともに育つ」教育を推進する。 

  イ 支援や指導が必要な生徒に適切な対応を行うことができるよう、生徒支援体制を充実する。 

   ※生徒向け学校教育自己診断における項目「人権学習」の肯定率を 2021年度には 90%とする。（平成 30年度 77％） 

   ※教員向け学校教育自己診断にける項目「人権教育の推進」の肯定率を 2021年度まで 90%以上を維持する。（同 100％） 

４ 学校運営体制の確立及び人材の育成 

 （１）迅速な意思決定により、機動力のある効率的な学校運営をめざす。 

  ア 「学校組織運営に関する指針」に基づき、企画会議及び運営委員会を学校運営の核として位置づけた学校運営の確実な定着をめざす。 

イ 分掌や年次会議を充実させ、各組織間の連携を密にし、校務の効率化を図る。 

   ※教職員向け学校教育自己診断における項目「分掌や年次の連携」の肯定率を 2021年度には 80%とする。（平成 30年度 71％） 

   ※教職員向け学校教育自己診断における項目「会議の有効機能」の肯定率を 2021年度には 80%とする。 （同 75％） 

（２）次代を支える教員（ミドルリーダー・若手教員）の育成を図る。 

  ア 教職経験の少ない教員を対象とした校内研修「フレッシュマンセミナー」の実施や教員の自主研修を実施し、人材の育成を図る。 

 （３）再編整備計画を踏まえ、今後のⅢ部の在り方についての方向性を示す。 

                                      

☆ これらの取組を通して、単位修得率の向上を図り、卒業者数の増加をめざす。 

 

【学校教育自己診断の結果と分析・学校運営協議会からの意見】 

学校教育自己診断の結果と分析［平成 年 月実施分］ 学校運営協議会からの意見 
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府立桃谷高等学校（Ⅲ部） 
３ 本年度の取組内容及び自己評価 

中期的 
目標 今年度の重点目標 具体的な取組計画・内容 評価指標 自己評価 

１ 

確
か
な
学
力
の
育
成
及
び
教
員
の
授
業
力
の
向
上 

(１) 「わかる授業」

「できる授業」「魅

力的な授業」をめ

ざした、授業改善

に取り組み、主体

的に学習する力を

身に付けさせる。 

 

ア 「桃谷授業スタ

ンダード（゙授業モ

デル）」に基づい

た、授業づくりの

推進 

 

イ 授業アンケート

等を効果的に活用

した組織的な取組

みの実施 

 

ウ 「学習環境」を

確保するための授

業規律の確立 

 

ア (１) 
ア・「桃谷授業スタンダード」に基づいた研究授業

や校内研修を行い、「主体的・対話的で深い学
び」につながる授業改善を進める。 

・Ｔ･Ｔを積極的に取り入れ生徒の個々の状況に
応じた学習を支援する。 

 
イ・研究授業や公開授業期間を設定し、教員相互

に授業に対する意見交換を行い、授業改善に
つなげる。 

 ・管理職による授業観察や授業アンケート結果
を踏まえた教員の個別面談を実施し、授業者
にフィードバックする。 

 
ウ・全教員がスマートフォン使用や私語などの指

導の共通認識を深め、指導の徹底を図る。 
・「授業集中キャンペーン」を継続的に実施し、
「授業規律」に対する生徒の意識向上を図る
。 
 

(１) 
ア・「桃谷授業スタンダード

」に基づいた研究授業
の実施 

・生徒向け学校教育自己
診断「授業で自分の考
えをまとめ発表する｣
の肯定率65% (H30：60%) 

・教職員向け学校教育自
己診断「思考力を重視
した問題解決的な学習
指導を行っている」の
肯定率65%（H30:63%) 

・教職員向け学校教育自
己診断「教員の間で、
授業方法等について検
討する機会を積極的に
持っている」の肯定率
90％を維持。 
（H30：92％） 

イ・教員相互の授業見学を
２回以上実施し全教員
が各授業観察シートを
提出する。 

・教職員向け学校教育自
己診断「他の教員の授
業見学を行い授業改善
を行っている」の肯定
率90%（H30：79%） 

・管理職による授業観察
を２回以上、教員の個
別面談を２回以上実施 

 
ウ・生徒向け学校教育自己

診断｢授業規律｣の肯定
率75%（H30：69%） 

 

 

２ 

キ
ャ
リ
ア
教
育
及
び
進
路
指
導
の
充
実 

(１)キャリア教育や

進路指導推進のた

めのカウンセリン

グ及びガイダンス

機能の充実 

 

ア 生徒の生活背景

から理解した支

援・指導の強化 

 

イ キャリアカウン

セラーなど外部講

師を活用した生徒 

一人ひとりの将

来像の確立 

 

 

ウ 生徒・保護者へ

の適切な進路情報

の提供 

(１) 
ア・家庭、中学校や前籍校、勤務先などの訪問や

懇談週間を設定した生徒懇談などを通して
生徒理解を深める。 

 ・長期欠席の生徒について、家庭訪問の充実を
図り、個々の状況の把握に努める。 

・SCやSSWとの連携を充実し、外部機関を活用し
た生徒支援を実施する。 

 ・SCやSSWを講師とした教員対象の校内研修の充
実を図る。 

 
イ・キャリアカウンセラーを活用するなど、生徒

や保護者対象の進路説明会や個別指導など
を実施する。 

 ・キャリアカウンセラーを講師とするなど進路
指導に関する教員研修を充実させる。 

  

ウ・進路HRや個人面談などにおいて、個々に応じ
た進路情報を生徒及び保護者に積極的に提
供する 

 ・進路だよりやⅢ部独自の進路指導室での指導
を充実させるとともに、校内掲示板やHPなど
を有効に活用し、情報の見える化を図る。 

 

(１) 
ア・担任や進路部等による

生徒の個別懇談の年２
回以上実施する。 

 ・生徒向け学校教育自己
診断「相談に親身にな
って応じてくれる先生
がいる」の肯定率85% 
（H30：78%） 

・教職員向け学校教育自
己診断「ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞﾏｲﾝﾄﾞ
を取り入れた生徒指導
を行っている」の肯定
率100%（H30：91%） 

・生徒支援を充実させる
ために、SC、SSWを有効
に活用する 

 
イ・キャリアカウンセラー

を活用した進路指導の
充実 

・生徒向け学校教育自己
診断｢将来の進路を考
える機会がある｣の肯
定率80%（H30：76%） 

 ・教職員向け学校教育自
己診断「望ましい勤労
観職業観がもてるよう
進路指導を行っている
」の肯定率85% 
（H30:80%） 

・学校斡旋の就職内定率
90%以上（H30：100%） 

 

ウ・生徒向け学校教育自己
診断｢進路情報周知」の
肯定率85%（H30：76%） 

・保護者向け学校教育自
己診断｢進路情報周知」
の肯定率95% 
（H30：80%） 
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府立桃谷高等学校（Ⅲ部） 

３ 

豊
か
な
心
の
涵
養
及
び
「
社
会
の
一
員
」
と
し
て
の
自
覚
の
醸
成 

(１)特別活動や生徒
会活動を通した生
徒の自己肯定感・
有用感の醸成と居
場所づくり 

ア 学校・クラスな
どへの帰属意識
の向上 

 
イ 行事や生徒会活

動、部活動などの
活性化と生徒が
主体となる活動
の支援 
 

ウ 人間関係形成能
力を育成のきっか
けとするための「
挨拶運動」の実施 

 
(２)生命の尊さに気
づかせ自他を認め
る態度や人格の育
成   

ア 様々な人権問題
の解決をめざした
総合的な人権教育 
の推進 

 
イ 災害時に自らの
命を守る行動がで
きるよう安全指導
の徹底 

 

（１） 
ア・生徒の学校への帰属意識が高まるよう総合学

習やＬＨＲの実施方法・内容を改善する。 
  
イ・多くの生徒が参加できるよう、学校行事の実

施方法を工夫し一層の充実を図る。 
・始業式や終業式、生徒集会などにおいて「部

活動紹介」や「各種大会・発表会の受賞者紹
介」を積極的に行う。 

 
ウ・校内において教員が挨拶を励行し、登下校時

の「挨拶運動」に取り組む。 
 
（２） 
ア・「人権教育年間計画」に基づき、教科や特別

活動など教育活動全体で人権教育を実施す
る。 

 ・合格者説明会、受講指導等を利用し、本名指
導を行う。 

 ・道徳教育推進教師を中心に、Ⅲ部における道
徳教育の在り方について検討を進める。 

 
イ・日常的に安全指導の充実を図り、災害時の避

難行動について理解できるよう、実践的な避
難訓練の実施を行い、生徒の安全に関する、
意識の向上を図る。 

 ・校内掲示等、安全に対する生徒の意識向上を
図る。 

（１） 
ア・生徒向け学校教育自己

診断「学校に行くのが楽
しい｣の肯定率70% 
（H30：67%） 

 
イ・生徒向け学校教育自己

診断「学校行事はみん
なが楽しく行えるよう
に工夫している｣の肯
定率80%（H30：79%） 

・教職員向け学校教育自
己診断「部活動の活性
化について工夫してい
る」の肯定率85%（H80
：79%） 

 
ウ・生徒向け学校教育自己

診断｢挨拶の励行｣の肯
定率80%（H30：80%） 

 
（２） 
ア･ 生徒向け学校教育自己

診断「人権の大切さに
ついて学ぶ機会がある
｣の肯定率90% 
（H30：77%） 

・生徒向け学校教育自己
診断「命の大切さやル
ールについて学ぶ機会
がある」の肯定率
85%(H30：80%) 

・12月末までに次年度の
道徳教育計画を作成 

 
イ・生徒向け学校教育自己

診断「災害時の避難行
動について具体的に知
らされている」の肯定
率90%（H30：75%）  
 

 

４ 

学
校
運
営
体
制
の
確
立
及
び
教
職
員
の
資
質
向
上 

(１)学校運営体制の
充実及び教職員の
資質向上 

ア 運営委員会を核
とした学校運営の
定着 

 
イ 分掌等組織の会
議の充実と組織間
の連携を図った校
務の効率化 

 
(２)次代を支える教
員(ﾐﾄﾞﾙﾘｰﾀﾞｰ・若
手教員)の育成 

ア 教職経験の少な
い教員を対象とし
た校内研修｢ﾌﾚｯｼｭ
ﾏﾝｾﾐﾅｰ」の実施や
校外研修成果の共
有化 

 
(３)今後のⅢ部の在
り方について議論
の開始 

 

（１） 
ア・学校組織の位置付けについて周知を図り、組

織的な運営の重要性の理解を深める。 
  
イ・分掌会や年次会、委員会などの意見を組織間

において迅速な情報共有に努め、会議の効率
化を図り会議間の連携を深める。 

 
（２） 
ア・管理職や中堅教員が講師となり、経験年数の

少ない教員を対象とした「フレッシュマンセ
ミナー」を開催し、人材育成を図る。 

・職員会議等で校外研修の伝達講習を行い、情
報を共有し資質向上につなげる。 

 
イ 「将来構想会議（仮称）」を立ち上げ、今後の
Ⅲ部の在り方について検討を始める。 

（１） 
ア・教員向け学校教育自己

診断｢会議の有効機能」
の肯定率75%を維持 
（H30：75%） 

 
イ・教職員向け学校教育自

己診断｢分掌や年次の
連携」の肯定率75% 
(H30：71%） 

 
（２） 
ア・｢フレッシュマンセミナ

ー｣の開催 
・教員向け学校教育自己
診断「研修成果の伝達
機会の設定」の肯定率
90%（H30:96%）  

 
イ・「将来構想会議（仮称）

」の立ち上げ 

 

 

 


